
1 

 

骨太方針 2026 における Well-being 関係の主な記載 

 
第２章 日本の成長力強化と安全・安心の確保 
１．「強い経済」の実現 

（３）強い地域経済の構築 

（個性を活かした地域づくり） 

強い沖縄経済の実現を目指し、沖縄科学技術大学院大学による産学官連携等の産業振興、

「GW2050 PROJECTS」の早期実現、北部・離島地域振興、こどもの貧困対策やWell-being実

現に向けた取組等、沖縄振興を国家戦略として総合的に推進する。 

 

 

第３章 責任ある積極財政に基づく「中長期経済財政計画」 
２．全世代型社会保障の構築 

（２）成長型経済に合わせた持続可能な社会保障制度 

（攻めの予防医療と疾病対策） 

国民のWell-beingの向上と健康寿命の延伸を図り、誰もが社会の担い手として活躍でき

る日本を実現する。「攻めの予防医療」を推進し、健康増進、肥満症を含む疾病予防、早期

発見、早期介入及び行動変容に関係機関が連携して取り組む。栄養・食生活を含む健康リテ

ラシーの向上、地域住民の健康増進に資する薬局機能及び薬剤師の果たす役割の強化、学齢

期の健康診断の在り方の見直し、予防接種、ＨＩＶや性感染症の予防、下水サーベイランス

等の感染症対策、がん検診や精密検査の受診率向上、循環器病・糖尿病を含む生活習慣病等

の予防、いわゆる国民皆歯科健診の具体化（歯周病検診の対象拡大や就労世代の歯科健診の

更なる充実）、口腔と全身の健康の関係に基づく歯科疾患対策・口腔健康管理、認知症の早

期診断・早期対応、予防・医療・介護を通じた切れ目のないリハビリテーション、ＰＨＲの

利活用と情報連携を推進する。更年期世代の女性への医療の推進や女性の健康総合センター

の機能強化、「プレコンセプションケア推進５か年計画」の工程表の策定と実行、企業と保

険者のコラボヘルス、睡眠対策を含む健康経営の推進等、予防・健康づくりを支えるヘルス

ケア産業の育成等を図る。 

 

４．計画推進のための取組の強化  

防災、科学技術、重要なインフラ等の分野の点検に当たっては、費用便益分析だけでなく、

国家機能の維持、供給力の維持、戦略的自律性の観点も重視するほか、国民生活の視点から

は、関連する基本計画等でのＫＰＩの設定など、日本社会に根差した Well-being 実現に向

けた取組を広げ、国際的な議論への貢献や発信※を行う。 

 

※ 令和 10 年に日本で開催を予定しているＯＥＣＤ Well-being 世界フォーラムの場などを活用。 
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